
 

 

 

入 札 公 告 

 

 次のとおり一般競争入札（条件付一般競争入札（事後審査型・持参方式））を行うので、

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 6 の規定に基づき公告する。 

 

令和 8 年 6 月１８日 

 

紀の川市⾧ 岸本 健  

 

１ 入札に付する工事の概要に関する事項 

（１）工事年度・工事番号 令和８年度 紀教総工第 11 号 

（２）工 事 名 田中小学校改築 3 期工事 

（３）工事場所 紀の川市 打田 地内 

（４）工事概要 ・屋内運動場棟 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

（建築面積 約１０９２．７７㎡） 

・プール棟   鉄筋コンクリート造 

（建築面積 約８８９．２４㎡） 

・屋内運動場解体 

・正門前整備 

工事種別：建築一式工事 

（５）工  期 令和１０年６月３０日まで 

（６）予定価格 1,354,100,000 円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

（７）最低制限価格 設定有り・事後公表（なお、最低制限価格は、入札書提出後、開札

前に、別に定める最低制限基準額に無作為に算出した数値（1.000～

1.010）を乗じて算出する額とする。） 

（８）施工形態 単体企業 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

 入札公告日から落札決定日までの間、次に掲げるすべての要件を満たしていること。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者で

あること。 

（２）建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 28 条に基づく営業停止の処分を受けていな

い者であること。 

（３）紀の川市建設工事等請負業者選定要綱（平成 17 年紀の川市訓令第６7 号）第 9 条に

規定する入札参加資格審査申請書を提出し、かつ、紀の川市入札等参加資格者名簿に

建設工事業で登録されている者であること。 



 

 

 

（４）紀の川市建設工事等契約に係る指名停止等措置要綱（平成 19 年紀の川市告示第 21

号）に基づく指名停止の期間中でないこと。 

（５）紀の川市が行う行政事務からの暴力団排除に関する要綱（平成 24 年紀の川市訓令第

5 号）に基づく排除措置の期間中でないこと。 

（６）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手続開始の申立てが

なされている者（更正手続又は再生手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受け

ている者を除く。）でないこと。 

（７）建設業法に準じた適切な技術者を配置すること。 

（８）談合等による損害賠償請求を紀の川市から受けていない者であること。 

（９）本工事の設計図書等を閲覧していること。 

（１０）紀の川市入札等参加資格者名簿に建設工事業で登録されており、和歌山県内に主

たる営業所を有する者であること（「主たる営業所」とは、建設業を営む営業所を統括

し、指揮監督する権限を有する１か所の営業所をいう。本店・本社）又は営業所を和歌

山県内に有する者であること。 

（１１）建設業法第 27 条の 23 第 1 項に規定する経営事項審査を受け、同法第 27 条の 29

第 1 項に定める経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「建築一式工

事」の総合評定値（Ｐ）が 1000 点以上であること。 

（１２）建築工事業に係る建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による

特定建設業の許可（有効なものに限る）を受けていること。 

（１３）平成 23 年 4 月 1 日以降に、元請けとして完成・引渡しが完了した小学校又は中学

校（一貫校、義務教育学校等の複合施設であって、小学校又は中学校を含むものは可

とする。）の校舎棟又は屋内運動場の新築工事の施工実績を有すること（共同企業体の

構成員としての実績は、出資比率 20％以上の場合のものに限る。）。 

 

３ 入札参加手続に関する事項 

本件入札公告で示した競争入札は、開札後に入札参加資格の審査を行うため、事前の入

札参加申請手続は要しない。 

 

４ 入札保証金に関する事項 

本件入札に係る入札保証金は免除とする。 

 

５ 閲覧に関する事項 

（１）閲覧 

ア 閲覧期間 令和 8 年 6 月 19 日（金）から令和 8 年 7 月 10 日（金）まで 

午前 9 時 00 分から午後 5 時 00 分まで（ただし、閉庁日を除く。） 



 

 

 

イ 閲覧場所 紀の川市役所 本庁舎４階 教育総務課 

（和歌山県紀の川市西大井 338 番地） 電話番号：0736-77-2511  

ウ 閲覧条件 設計図書等を閲覧できる者は入札に参加する資格を有する者に限る。 

エ そ の 他 本件工事の設計図書等の閲覧をした場合、「閲覧済確認願」により「閲

覧済証明書」を受けること。 

（２）質疑及び回答方法については、設計図書等に記載する。  

（３）現場説明会は行わない。 

 

６ 入札等に関する事項 

（１） 入札日時 令和 8 年 8 月 6 日（木）午前１１時４０分 

（入札室開場予定時間：午前１１時３０分） 

（２） 入札書の提出場所 入札室（和歌山県紀の川市西大井 338 番地 

紀の川市役所 本庁舎 5 階 501 会議室） 

（３）入札時間までに入札室に入室していること。 

（４）入札室に入室できるものは１入札参加者１名とする。 

（５）入札室に入室する前に、「閲覧済証明書」（原本）を入札執行担当職員へ提出するこ

と。提出できない場合は、入札に参加することはできない。 

（６）入札書の提出について 

ア 入札書は持参とし、郵便、信書便又は電送によるものは受け付けない。 

イ 入札書には、入札金額、工事年度、工事番号、工事名、工事場所、入札者の住所

又は所在地、商号又は名称及び代表者職氏名を記載し、押印の上、入札箱に投函す

ること。 

ウ 代理人が入札する場合は、委任状を入札前までに代理人が持参して提出すること。

なお、この場合の入札書には、入札者の住所又は所在地、商号又は名称及び代表者

職氏名を記載し、「代理人」と代理人であることの表示及び「代理人の氏名」を記載

して当該代理人使用印を押印の上、入札箱に投函すること。 

エ 入札は、総価においてすること。 

オ 入札日時外の入札書は、理由の如何にかかわらず受理しない。 

カ 一度提出された入札書の書換え、引換え又は撤回は、認めない。 

キ 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当

する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、端数金額を切

り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の

110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

（７）工事費内訳書の提出について 

  ア 第 1 回の入札執行時に工事費内訳書を入札書に添付の上、入札箱に投函すること。



 

 

 

なお、再度入札においては、工事費内訳書の提出を求めない。 

  イ 工事費内訳書には入札者が見積もった入札金額の内訳を記載するとともに、工事 

年度、工事番号、工事名、工事場所、入札者の住所又は所在地、商号又は名称及び

代表者職氏名を記載し、投函すること。 

  ウ 代理人が入札する場合の工事費内訳書には、（６）のウの規定により、「代理人」

と代理人であることの表示及び「代理人の氏名」を記載し、入札箱に投函すること。 

  エ 工事費内訳書は、入札書の添付書類であり、投函した工事費内訳書の書換え、引

換え又は撤回することはできない。 

（８）入札の無効 

  ア 次に掲げるいずれかに該当する入札書は、無効とする。 

（ア）入札に参加する資格のない者のした入札書 

（イ）所定の日時までに所定の場所に到達しない入札書 

（ウ）誤字、脱字等により記載事項が不明な入札書 

（エ）金額の記入がない入札書 

（オ）金額を訂正した入札書 

（カ）入札書の商号若しくは名称、住所若しくは所在地又は代表者名のいずれかが記

載されず、又は入札者の押印のない入札書 

（キ）同一人が同一の工事において 2 以上の入札書を提出した場合のそのすべての入

札書 

（ク）他人の代理を兼ね、又は 2 人以上の代理をした入札書 

（ケ）委任状を持参しない代理人がした入札書 

（コ）入札者が１人の場合においてその者がした入札書 

（サ）談合その他の不正な行為によってされたことが明らかであると認められる入札

に係る入札書 

（シ）その他入札に関する条件に違反した入札書 

イ 次に掲げるいずれかに該当する工事費内訳書に係る入札は、無効とする。 

（ア）誤字、脱字等により入札書と同一性が判別できない工事費内訳書 

（イ）別工事又は白紙若しくは複数の提出のある特定できない工事費内訳書 

（ウ）記名を欠いた工事費内訳書 

（エ）入札金額と合計金額が異なる工事費内訳書 

（オ）（ア）から（エ）までに掲げるもののほか、著しい不備がある工事費内訳書 

（９）入札の失格 

ア 予定価格（消費税及び地方消費税を含まない。）を上回る入札書 

イ 最低制限価格を設けた場合、当該最低制限価格に対する入札書比較価格を下回る

入札書 

（１０）再度入札 



 

 

 

ア 開札の結果、落札にいたらない場合は、直ちに出席者をもって再度入札を実施す

る。この場合において、再度入札者が 1 人になった場合は入札を打ち切る。 

イ 入札回数は、再度入札を含め 2 回とする。 

ウ （８）入札の無効のア（（ウ）、（オ）、（カ）を除く。）又は（９）入札の失格のア

に該当する入札をした者は、再度入札に参加できない。 

 

７ 開札に関する事項 

（１）開札日時 令和 8 年８月６日（木） 入札書提出終了後 

（２）開札場所 入札室（和歌山県紀の川市西大井 338 番地  

紀の川市役所 本庁舎 5 階 501 会議室） 

（３）開札の結果、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をした者を

落札候補者とし落札者の決定を保留し、開札手続を終了する。ただし、最低制限価格

を設けている場合は、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって有

効な入札をした者のうち、最低の価格をもって入札をした者を落札候補者とする。 

（４）前項の最低の価格をもって有効な入札をした者が 2 人以上いる場合には、くじによ

り落札候補者を決定する。 

（５）入札の不成立 再度入札において、予定価格（税抜き）以下で最低制限価格以上の

有効な入札書及び工事費内訳書を提出した者がないときは、この入

札を不成立とする。 

（６）この入札においては、予定価格（税抜き）以下で最低制限価格以上の有効な入札書

を提出した者が１人の場合でも、この入札を成立とする。 

 

８ 審査に関する事項 

入札参加資格要件の審査は、開札後、紀の川市建設工事条件付一般競争入札（事後審査

型・持参方式）実施要綱第 17 条の規定に基づき、落札候補者から提出された入札参加資格

要件を満たすことを確認する資料（以下「確認資料」という。）により審査を行う。 

（１）「条件付一般競争入札（事後審査型・持参方式）参加資格審査申請書」及び確認資料

の提出 

  ア 提出書類 

（ア）「条件付一般競争入札（事後審査型・持参方式）参加資格審査申請書」（様式第 1

号） 

（イ）確認資料 

a 「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」の写し（最新のもの。 

審査基準日から 1 年 7 ヶ月の期間内であること） 

b 「建設業許可通知書」の写し又は「建設業許可証明書」の写し 

c  施工実績調書（様式第２号） 



 

 

 

  イ 提出期間 令和 8 年８月７日（金）午前 9 時 00 分から正午まで 

  ウ 提出方法 持参とする。（ただし、郵便、信書便又は電送によるものは受け付けな

い。） 

エ 提 出 先 紀の川市役所 本庁舎４階 教育総務課 

（和歌山県紀の川市西大井 338 番地） 電話番号：0736-77-2511  

（２）一度提出された確認資料の書換え、引換え又は撤回は認めない。 

（３）審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有しないと認められる場合、又は、提出

期限までに確認資料の提出がない場合は、当該入札者の入札を無効とし、次順位の者

を落札候補者として審査する。 

（４）前項の審査は落札候補者を決定するまで繰り返す。 

 

９ 落札者の決定方法に関する事項 

審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有すると認められるときは、当該落札候補者

を落札者とする。 

 

１０ 契約に関する事項 

（１） 支払条件 前払金  有  

ただし、1 件の請負金額が 300 万円以上となる場合に限る。請負金額 

の 40 パーセントの範囲内で請求することができる。 

中間前払金 有  

ただし、1 件の請負金額が 300 万円以上で紀の川市が定める中間前払金 

の支払要件を満たした場合に限り、請負金額の 20 パーセントの範囲 

内で請求することができる。 

        部分払   有  

ただし、1 件の請負金額が 100 万円以上となる場合に限る。 

（２）契約の保証 要（ただし、1 件の請負金額が 1,000 万円以上となる場合に限る。請負

金額の 100 分の 10 以上とする。） 

（３）議会の議決 要 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成 17 年紀の川市条例第 62 号）第 2 条に該当する場合は、落札

決定後、仮契約を締結し、議会の議決後にこれを本契約とする。仮

契約の日までの期間に、落札者が、紀の川市建設工事条件付一般競

争入札（事後審査型・持参方式）実施要綱第 4 条に定めるいずれか

の要件を満たさなくなったときは、仮契約を締結しない。また、仮

契約を締結している場合にあっては、仮契約を解除する。なお、議

会に否決された場合、仮契約は無効となり契約は成立しない。また、

このことで仮契約を締結した者に損害が生じても、紀の川市は何ら



 

 

 

責任を負わない。 

（４）建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）の適用 

を受ける工事については、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施を 

義務付ける。 

（５）その他 落札決定後、契約の日までの期間に、落札者が、紀の川市建設工事条件付

一般競争入札（事後審査型・持参方式）実施要綱第 4 条に定めるいずれか

の要件を満たさなくなったときは、契約を締結しない。この場合、紀の川

市は落札者に対し、何ら責任を負わない。 

 

１１ その他 

（１）入札者が１者のときは、入札は取り止める。 

（２）入札までの間にやむを得ない事由が生じたときは、入札を延期し、又は取り止める

ことがある。 

（３）入札参加者数確認のため、入札に参加しない場合は、「閲覧済証明書」（原本）を、

入札日前日までに下記問い合わせ先へ返却してください。 

 

１２ 問い合わせ先 

（１）名称 紀の川市 総務部 契約管財課 

（２）所在地 和歌山県紀の川市西大井 338 番地 

（３）電話番号 0736‐77‐2511 


